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は じ め に 

 

 本県８月の有効求人倍率は１．４０倍で前月から０．０３ポイント低下し、全国平

均は１．１４倍と、新型コロナウイルスの影響で悪化した雇用情勢は一部に持ち直し

の動きもみられますが、依然として感染の収束が見通せない中、先行きは不透明な状

況です。 

 こうした情勢下で、テレワークや副業・兼業等の新しい働き方に注目が集まるほか、

一億総活躍社会の実現に向けた働き方改革実行計画の枠組みにおいて、長時間労働の

是正、多様で柔軟な働き方の実現、雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保による

働きやすい社会の確立に係る対応が求められています。一方で、新型コロナウイルス

の影響による雇用保険財政のひっ迫に伴い、雇用保険料率の引き上げが議論されてい

ることを受けて、中小企業に対する負担増加への懸念が広がっています。 

この調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、労働対策の樹立及び適正

な労務指針の策定に資することを目的に、昭和３９年より全国一斉に実施しているも

のです。本年も例年どおり７月１日を調査時点として鳥取県下６００事業所を規模別、

業種別に任意抽出し、郵送調査により実施しました。 

 調査内容は、従来から実施しております経営状況、労働時間、新規学卒者の採用及

び賃金改定などに加え、本年は新型コロナウイルスの影響への対策として事業継続の

ために今後実施していきたい方策や、今後の雇用保険率引き上げ等に関する考え方、 

雇用保険料が引き上げられた場合の雇用への影響についても調査しました。 

 この報告書が、本県中小企業の労働事情の実態を把握するうえで、各方面のご参考

になり、かつ中小企業における労働問題の議論を深めるための資料として広く活用さ

れ、中小企業の発展にいささかでも寄与できれば幸いです。 

 最後に、この調査の実施にあたりご協力いただきました各事業所に対して、深く感

謝の意を表す次第です。 

 

 令和３年１１月 

 

                        鳥取県中小企業団体中央会 

                        会 長  谷 口 譲 二 
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調査結果の概要 

 

※本年調査（令和 3年 7月 1日時点）、前年調査（令和 2年 7月 1日時点） 

 Ⅰ．新型コロナウイルスの影響に関する事項            ７頁～１０頁 

▼経営への影響 

 「売上高の減少」６０．０％、「取引先・顧客からの受注減少」４８．９％、「営業活

動等の縮小」３４．２％であった。全国平均と比べると、「運転資金等の資金繰り難」

は３．３ポイント（全国平均１３．０％）高い。前年調査比で、「売上高の減少」（前

年調査７３．０％）は１３．０ポイント減少、「取引先・顧客からの受注減少」（同５

７．７％）は８．８ポイント減少。 

▼雇用環境の変化 

 「特に影響はない」４８．９％、「労働日数を減らした従業員がいる」２０．７％、「子

の学校等休校のため欠勤・遅刻・早退をした従業員がいる」１３．３％であった。前

年調査比で、「賃金（賞与）を削減した」（前年調査４．９％）は８．０ポイント増加。 

▼労働環境の整備 

 「特に整備していない」６６．０％、「テレワークの導入」、「就業規則の見直し」は同

率で１０．６％であった。前年調査比で、「特に整備していない」（前年調査５５．２％）

は１０．８ポイント、「就業規則の見直し」（同４．５％）は６．１ポイント増加、「臨

時手当等の支給」（同５．８％）は３．９ポイント減少。 

▼事業継続のために今後実施していきたい方策【新規項目】 

 「各種補助金の申請・活用」４６．６％、「労働生産性の向上」３４．２％、「新規取

引先の開拓」２６．４％であった。 

 

 Ⅱ．経営に関する事項                     １１頁～１３頁 

▼１年前と比べた経営状況 

 「良い」１６．３％、「変わらない」３８．０％、「悪い」４５．７％、前年調査比で、

「良い」９．７ポイント（前年調査６．６％）増加、「変わらない」８．２ポイント（同

２９．８％）増加、「悪い」１７．９ポイント（同６３．６％）減少。 

▼主要事業の今後の方針 

 「現状維持」５９．２％、「強化拡大」３５．２％、「縮小・廃止」４．７％であった。

前年調査比で、「強化拡大」（同２８．２％）は７．０ポイント増加、「縮小・廃止」（同

６．９％）は２．２ポイント減少。 

▼経営上の障害 

 「人材不足（質の不足）」４４．９％、「販売不振・受注の減少」４１．１％、「労働力

不足（量の不足）」３１．３％であった。前年調査比で、「原材料・仕入品の高騰」（前

年調査１４．４％）は１５．３ポイント増加、「販売不振・受注の減少」（同５７．２％）

は１６．１ポイント減少。 

▼経営上の強み 

 「顧客への納品・サービスの速さ」２６．６％、「製品・サービスの独自性」２３．４％、

「組織の機動力・柔軟性」２２．７％であった。 
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 Ⅲ．労働時間に関する事項                 １４頁～１６頁 

▼週所定労働時間 

 「４０時間」４６．１％、「３８時間超４０時間未満」３１．２％、「３８時間以下」

１８．９％であった。 

▼残業時間の有無 

 「残業あり」７０．５％、前年調査７０．２％より０．３ポイント増加。 

▼月平均残業時間 

 ８．３７時間、前年調査９．０８時間より０．７１時間減少。 

▼年次有給休暇平均付与日数 

 １５．６９日、全国平均１５．５６日より０．１３日多い。 

▼年次有給休暇平均取得日数 

 ８．００日、全国平均８．４０日より０．４０日少ない。 

▼年次有給休暇平均取得率 

 ５４．４１％、全国平均５７．６５％より３．２４ポイント低い。 

 

 Ⅳ．雇用に関する事項                   １６頁～２０頁 

▼雇用形態 

 「正社員」７４．０％、「パートタイマー」１５．２％、「嘱託・契約社員、その他」８．

６％、「派遣」２．２％、「正社員」は前年調査７２．６％より１．４ポイント増加。 

▼常用労働者数 

 常用労働者数１０，９２２人、１事業所当たりの平均常用労働者数３３．１人。 

▼女性常用労働者比率 

「１０～２０％未満」２０．６％、「５０～７０％未満」１７．９％、「３０～５０％

未満」１６．７％であった。 

▼パートタイム労働者比率 

 パートタイム労働者を雇用している事業所は５７．３％、１事業所当たりの平均パー

トタイム労働者数は１４．３７人。 

▼新規学卒者の採用充足率 

 採用者数１１９人で「高校卒」が全体の５８．０％、前年調査７０．８％より１２．

８ポイント減少。充足率は「短大（含高専）卒」の「事務系」で低い。 

▼新規学卒者の採用計画 

 「ある」２５．８％、「ない」５１．６％、前年調査比で、「ある」（前年調査２５．０％）

０．８ポイント増加、「ない」（同５５．４％）３．８ポイント減少。 

▼採用予定人数 

「高校卒」２．２９人、「大学卒」２．１５人、「専門学校卒」１．８８人、「短大卒（含

高専）」１．６３人。 

▼今後の雇用保険料率引き上げ等に対する考え方【新規項目】 

「反対」４５．４％、「やむを得ない」３９．５％、「賛成」１．９％であった。 

▼雇用保険料が引き上げられた場合の雇用への影響【新規項目】 

 「従業員数、雇用形態、賃金等への影響はない」７０．９％、「従業員数は変えないが、
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雇用保険料が不要な雇用形態へ転換」１０．５％、「賃金等の削減を検討する」９．５％

であった。 

 

▼賃金改定の実施状況 

 「引上げた」「７月以降引上げ予定」の合計は５４．５％、「引下げた」「７月以降引下

げ予定」の合計は２．２％であった。前年調査比で、「引上げた」「７月以降引上げ予

定」の合計は２．１ポイント（前年調査５２．４％）、「引下げた」「７月以降引下げ予

定」の合計は０．６ポイント（同１．６％）増加。 

▼平均昇給額・昇給率 

 「平均昇給額」は加重平均で３，７８４円、「昇給率」は１．６７％、前年調査比で、

「平均昇給額」は３７２円増加（前年調査３，４１２円）、「昇給率」は０．１５ポイ

ント増加（同１．５２％）。 

▼賃金改定の内容 

 「定期昇給」６４．７％、「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」２９．５％、

「ベースアップ」１５．４％であった。 

▼賃金改定の決定要素 

「労働力の確保・定着」６０．５％、次いで「企業の業績」５４．９％、「労使関係の

安定」２１．０％であった。 

▼新規学卒者の初任給額 

 「高校卒」の「技術系」１５９，８６４円、同「事務系」１５３，６５０円、「専門学

校卒」の「技術系」１７７，７６０円、同「事務系」１８０，０００円、「短大卒（含

高専）」の「技術系」１８７，３３８円、同「事務系」１７１，５００円、「大学卒」

の「技術系」２０２，８７９円、同「事務系」２００，０７７円であった。 

 Ⅴ．賃金に関する事項                   ２０頁～２３頁  
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令和３年度労働事情実態調査の要領 

 

■目  的 本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労

働対策の樹立並びに時宜を得た中央会の雇用・労働対策事業の推進に資す

ることを目的とする。 

 

■調査時点 令和３年７月１日 

 

■調査方法 郵送調査 

 

■調査対象 選定は次に掲げる調査産業により任意抽出した。 

◎ 調査対象事業所数 ６００事業所（製造業３３０、非製造業２７０） 

◎ 回答事業所数   ３３０事業所（製造業１４２、非製造業１８８） 

◎ 回答率      ５５．０％ 

      ☆調査産業            

製 造 業 非製造業 

食料品製造業、繊維工業、木材・木

製品製造業、印刷・同関連業、窯業・

土石製品製造業、化学工業、金属・

同製品製造業、機械器具製造業、そ

の他の製造業 

情報通信業、運輸業、建設業、

卸売業、小売業、サービス業 

      ☆任意抽出数は、「平成２８年経済センサス－活動調査」の従業員規模 300

人未満の民営事業所（農業、林業、漁業を除く）が 5 万未満の鳥取県に

おいては 600 事業所とし、原則として製造業 55％、非製造業 45％の割

合で調査し、さらに規模別を可能な範囲で次の割合に準拠して調査対象

を選定するものとする。 

製  造  業 非 製 造 業 

規 模 全国比率 本県比率 規 模 全国比率 本県比率 

１～９人 20％ 20％ １～９人 30％ 25％ 

１０～２９人 35％ 35％ １０～２９人 40％ 40％ 

３０～９９人 35％ 30％ ３０人以上 30％ 35％ 

１００～３００人 10％ 15％  

 

■調査内容 調査内容の大要は次のとおりとする。 

      １．新型コロナウイルスの影響に関する事項 

      ２．経営に関する事項 

      ３．労働時間に関する事項 

４．雇用に関する事項 

５．賃金に関する事項 



■令和３年度回答事業所の従業員数（男女別・雇用形態別構成比）

（人） 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性

7,209 4,431 8,612 6,093 2,519 1,774 442 1,332 251 114 137 1,003 560 443

61.9% 38.1% 74.0% 84.5% 56.8% 15.2% 6.1% 30.1% 2.2% 1.6% 3.1% 8.6% 7.8% 10.0%

3,472 2,730 4,623 2,964 1,659 855 186 669 215 95 120 509 227 282

56.0% 44.0% 74.5% 85.4% 60.8% 13.8% 5.4% 24.5% 3.5% 2.7% 4.4% 8.2% 6.5% 10.3%

食料品 536 723 709 369 340 417 111 306 17 6 11 116 50 66

22 42.6% 57.4% 56.3% 68.8% 47.0% 33.1% 20.7% 42.3% 1.4% 1.1% 1.5% 9.2% 9.3% 9.1%

繊維工業 98 617 492 72 420 118 14 104 0 0 0 105 12 93

16 13.7% 86.3% 68.8% 73.5% 68.1% 16.5% 14.3% 16.9% 0.0% 0.0% 0.0% 14.7% 12.2% 15.1%

木材・木製品 126 22 132 115 17 7 2 5 0 0 0 9 9 0

9 85.1% 14.9% 89.2% 91.3% 77.3% 4.7% 1.6% 22.7% 0.0% 0.0% 0.0% 6.1% 7.1% 0.0%

印刷・同関連 205 138 301 188 113 26 8 18 2 0 2 14 9 5

12 59.8% 40.2% 87.8% 91.7% 81.9% 7.6% 3.9% 13.0% 0.6% 0.0% 1.4% 4.1% 4.4% 3.6%

窯業・土石 136 24 135 114 21 1 1 0 4 3 1 20 18 2

8 85.0% 15.0% 84.4% 83.8% 87.5% 0.6% 0.7% 0.0% 2.5% 2.2% 4.2% 12.5% 13.2% 8.3%

化学工業 129 89 145 94 51 4 1 3 28 6 22 41 28 13

5 59.2% 40.8% 66.5% 72.9% 57.3% 1.8% 0.8% 3.4% 12.8% 4.7% 24.7% 18.8% 21.7% 14.6%

金属・同製品 1,022 352 1,173 936 237 95 26 69 65 23 42 41 37 4

34 74.4% 25.6% 85.4% 91.6% 67.3% 6.9% 2.5% 19.6% 4.7% 2.3% 11.9% 3.0% 3.6% 1.1%

機械器具 731 397 933 661 272 46 10 36 42 17 25 107 43 64

16 64.8% 35.2% 82.7% 90.4% 68.5% 4.1% 1.4% 9.1% 3.7% 2.3% 6.3% 9.5% 5.9% 16.1%

その他 489 368 603 415 188 141 13 128 57 40 17 56 21 35

20 57.1% 42.9% 70.4% 84.9% 51.1% 16.5% 2.7% 34.8% 6.7% 8.2% 4.6% 6.5% 4.3% 9.5%

3,737 1,701 3,989 3,129 860 919 256 663 36 19 17 494 333 161

68.7% 31.3% 73.4% 83.7% 50.6% 16.9% 6.9% 39.0% 0.7% 0.5% 1.0% 9.1% 8.9% 9.5%

情報通信業 248 91 279 213 66 13 6 7 5 3 2 42 26 16

6 73.2% 26.8% 82.3% 85.9% 72.5% 3.8% 2.4% 7.7% 1.5% 1.2% 2.2% 12.4% 10.5% 17.6%

運輸業 621 63 654 598 56 23 16 7 4 4 0 3 3 0

16 90.8% 9.2% 95.6% 96.3% 88.9% 3.4% 2.6% 11.1% 0.6% 0.6% 0.0% 0.4% 0.5% 0.0%

建設業 811 166 886 757 129 37 3 34 2 1 1 52 50 2

51 83.0% 17.0% 90.7% 93.3% 77.7% 3.8% 0.4% 20.5% 0.2% 0.1% 0.6% 5.3% 6.2% 1.2%

卸売業 803 427 849 632 217 254 69 185 7 4 3 120 98 22

40 65.3% 34.7% 69.0% 78.7% 50.8% 20.7% 8.6% 43.3% 0.6% 0.5% 0.7% 9.8% 12.2% 5.2%

小売業 773 336 836 609 227 176 83 93 3 1 2 94 80 14

34 69.7% 30.3% 75.4% 78.8% 67.6% 15.9% 10.7% 27.7% 0.3% 0.1% 0.6% 8.5% 10.3% 4.2%

サービス業 481 618 485 320 165 416 79 337 15 6 9 183 76 107

41 43.8% 56.2% 44.1% 66.5% 26.7% 37.9% 16.4% 54.5% 1.4% 1.2% 1.5% 16.7% 15.8% 17.3%

※上段：実数（人）、下段：比率

※雇用形態別の合計の比率は、従業員総数に占める雇用形態別の比率

※雇用形態別の男性女性の比率は、従業員総数の男女別に占める比率

区　　分

188

非製造業

全体

製造業

330

142

回答事業所数

雇用形態別
従業員総数

11,640

6,202

正社員 パートタイマー 派　遣 嘱託・契約社員、その他

1,099

1,230

1,109

5,438

339

684

977

857

148

343

160

218

1,259

715

1,374

1,128

-5-



■令和３年度回答事業所数及び常用労働者数

１００～ １社当り労

　　３００人 合計 男性 女性 働者数（人)

330 109 117 78 26 6,920 4,002

100% 33.0% 35.5% 23.6% 7.9% 63.4% 36.6%

142 35 49 43 15 3,301 2,470

100% 24.6% 34.5% 30.3% 10.6% 57.2% 42.8%

食料品 22 9 6 3 4 447 546

6.7% 100% 40.9% 27.3% 13.6% 18.2% 45.0% 55.0%

繊維工業 16 6 5 3 2 97 605

4.8% 100% 37.5% 31.3% 18.8% 12.5% 13.8% 86.2%

木材・木製品 9 3 5 1 0 126 22

2.7% 100% 33.3% 55.6% 11.1% 0.0% 85.1% 14.9%

印刷・同関連 12 5 2 5 0 204 134

3.6% 100% 41.7% 16.7% 41.7% 0.0% 60.4% 39.6%

窯業・土石 8 1 6 1 0 126 24

2.4% 100% 12.5% 75.0% 12.5% 0.0% 84.0% 16.0%

化学工業 5 0 3 2 0 123 67

1.5% 100% 0.0% 60.0% 40.0% 0.0% 64.7% 35.3%

金属・同製品 34 6 14 10 4 1,014 346

10.3% 100% 17.6% 41.2% 29.4% 11.8% 74.6% 25.4%

機械器具 16 1 2 9 4 710 377

4.8% 100% 6.3% 12.5% 56.3% 25.0% 65.3% 34.7%

その他 20 4 6 9 1 454 349

6.1% 100% 20.0% 30.0% 45.0% 5.0% 56.5% 43.5%

188 74 68 35 11 3,619 1,532

100% 39.4% 36.2% 18.6% 5.9% 70.3% 29.7%

情報通信業 6 1 2 2 1 248 91

1.8% 100% 16.7% 33.3% 33.3% 16.7% 73.2% 26.8%

運輸業 16 1 8 6 1 617 63

4.8% 100% 6.3% 50.0% 37.5% 6.3% 90.7% 9.3%

建設業 51 21 20 10 0 807 163

15.5% 100% 41.2% 39.2% 19.6% 0.0% 83.2% 16.8%

卸売業 40 12 15 10 3 783 404

12.1% 100% 30.0% 37.5% 25.0% 7.5% 66.0% 34.0%

小売業 34 16 13 1 4 716 284

10.3% 100% 47.1% 38.2% 2.9% 11.8% 71.6% 28.4%

サービス業 41 23 10 6 2 448 527

12.4% 100% 56.1% 24.4% 14.6% 4.9% 45.9% 54.1%

57.0%

非製造業

１～９人 １０～２９人件数区　　分

全体

製造業

100%

43.0%

３０～９９人

975 23.78

1,187 29.68

1,000 29.41

680 42.50

970

40.00

19.02

803 40.15

5,151 27.40

339 56.50

190

40.64

33.10

1,087 67.94

28.17

16.44

43.88

45.14

1,360

常用労働者数（人）

10,922

5,771

993

702

38.00

18.75

148

338

150

-6-
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■調査結果 

Ⅰ 新型コロナウイルスの影響に関する事項 

１． 新型コロナウイルスによる経営への影響（複数回答） 

～「売上高の減少」が６割、前年調査と比べて１３．０ポイント減少～ 

新型コロナウイルスによる経営への影響は、「売上高の減少」６０．０％が最も高く、次

いで「取引先・顧客からの受注減少」４８．９％、「営業活動等の縮小」３４．２％の順で

あった。 

全国平均と比べると、「運転資金等の資金繰り難」は３．３ポイント（全国平均１３．０％）

高い。 

前年調査と比べると、「売上高の減少」（前年調査７３．０％）は１３．０ポイント、「取

引先・顧客からの受注減少」（同５７．７％）は８．８ポイント減少した（図表１）。 

業種別にみると、「売上高の減少」と回答した事業所が多いのは「製造業」で「印刷・同

関連製造業」８１．８％、「機械器具製造業」、「木材・木製品製造業」７５．０％、「非製

造業」で「サービス業」７３．２％、「小売業」６９．７％であった。 

 

3.2

5.3

5.9

11.8

17.1

14.4

12.8

30.5

38.5

58.8

5.1

8.7

10.1

17.4

13.8

18.8

31.2

39.1

63.0

61.6

1.6

3.1

11.3

18.8

13.2

21.9

24.1

32.3

57.7

73.0

4.0

6.8

7.7

14.2

15.7

16.3

20.6

34.2

48.9

60.0

3.3

7.5

7.0

15.6

16.3

13.0

20.2

32.3

49.7

59.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

受注や売上高が増加した

労働力の不足

労働力の過剰

資材・部品・商品等の調達・仕入難

特に影響はない

運転資金等の資金繰り難

休業の実施

営業活動等の縮小

取引先・顧客からの受注減少

売上高の減少

図表１ 新型コロナウイルスによる経営への影響 n=325

全国

鳥取県（R3）

鳥取県（R2）

製造業

非製造業
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２． 新型コロナウイルスの影響による従業員等の雇用環境の変化（複数回答） 

～「特に影響はない」が４８．９％、全国平均と比べて３．６ポイント高い～ 

新型コロナウイルスの影響による従業員等の雇用環境の変化は、「特に影響はない」が最

も高く４８．９％、次いで「労働日数を減らした従業員がいる」２０．７％、「子の学校等

休校のため欠勤・遅刻・早退をした従業員がいる」１３．３％の順であった。「採用予定者

の内定を取り消した」を回答した事業所はなかった。 

全国平均と比べると、「特に影響はない」（全国平均４５．３％）は３．６ポイント、「休

職・教育訓練をしてもらった従業員がいる」（同９．８％）は２．２ポイント高く、一方で

「子の学校等休校のため欠勤・遅刻・早退をした従業員がいる」（同１９．８％）は６．５

ポイント、「従業員を採用した」（同５．７％）は３．４ポイント低い。 

前年調査と比べると、「賃金（賞与）を削減した」（前年調査４．９％）は８．０ポイン

ト増加した（図表２）。 

 

0.6

2.3

1.1

6.3

5.1

12.6

10.3

19.4

56.6

0.0

0.7

3.7

3.0

20.9

13.4

17.2

22.4

38.8

1.9

1.0

1.6

2.6

12.9

4.9

18.8

21.7

52.4

0.3

1.6

2.3

4.9

12.0

12.9

13.3

20.7

48.9

0.6

1.9

5.7

5.1

9.8

14.1

19.8

21.5

45.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

採用した従業員の入社日を遅らせた

事業休止・縮小により解雇又は雇用

止めした従業員がいる

従業員を採用した

賃金（賞与）を引き上げた

休職・教育訓練をしてもらった従業員

がいる

賃金（賞与）を削減した

子の学校等休校のため欠勤・遅刻・

早退をした従業員がいる

労働日数を減らした従業員がいる

特に影響はない

図表２ 新型コロナウイルスの影響による従業員等の雇用環境の変化 n=309

全国

鳥取県(R3)

鳥取県(R2)

製造業

非製造業
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３． 新型コロナウイルスの影響への対策として実施している従業員の労働環境の整備（複

数回答） 

～「就業規則の見直し」が１０．６％、前年調査と比べて６．１ポイント増加～ 

新型コロナウイルスの影響への対策として実施している従業員の労働環境の整備は、「特

に整備していない」が最も高く６６．０％、次いで「テレワークの導入」、「就業規則の見

直し」が１０．６％の順であった。 

全国平均と比べると、「就業規則の見直し」（全国平均６．９％）は３．７ポイント高く、

一方で「時差出勤の導入」（同８．４％）は３．１ポイント低い。 

前年調査と比べると、「特に整備していない」（前年調査５５．２％）は１０．８ポイン

ト、「就業規則の見直し」（同４．５％）は６．１ポイント増加、「臨時手当等の支給」（同

５．８％）は３．９ポイント減少した（図表３）。 

 

 

４． 新型コロナウイルスの影響への対策として、事業継続のために今後実施していきたい

方策（複数回答）【新規項目】 

～「各種補助金の申請・活用」が４６．６％、全国平均と比べて５．４ポイント高い～ 

新型コロナウイルスの影響への対策として、事業継続のために今後実施していきたい方

1.1

5.9

4.3

9.7

10.3

13.0

67.0

2.9

4.4

8.1

11.0

11.0

7.4

64.7

5.8

7.1

16.2

12.7

4.5

13.0

55.2

1.9

5.3

5.9

10.3

10.6

10.6

66.0

3.9

8.4

7.4

11.0

6.9

11.2

63.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

臨時手当等の支給

時差出勤の導入

その他

時短勤務の導入

就業規則の見直し

テレワークの導入

特に整備していない

図表３ 新型コロナウイルスの影響への対策として実施している従業員の労働環

境の整備 n=321

全国

鳥取県(R3)

鳥取県(R2)

製造業

非製造業
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策は、「各種補助金の申請・活用」が最も高く４６．６％、次いで「労働生産性の向上」３

４．２％、「新規取引先の開拓」２６．４％の順であった。 

全国平均と比べると、「各種補助金の申請・活用」（全国平均４１．２％）は５．４ポイ

ント高い（図表４）。 

 

1.6

1.6

3.3

4.9

3.8

7.6

13.6

20.7

16.3

20.1

21.2

25.5

27.2

45.7

0.7

1.4

0.7

5.1

7.2

7.2

9.4

13.0

21.7

16.7

18.1

27.5

43.5

47.8

1.2

1.6

2.2

5.0

5.3

7.5

11.8

17.4

18.6

18.6

19.9

26.4

34.2

46.6

1.1

1.8

1.4

3.9

5.8

9.2

14.7

17.1

20.1

15.2

23.4

25.2

29.1

41.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

従業員の他社への派遣・出向

事業所拠点の集約

テナント料の引き下げ交渉

業態・事業転換

営業日数の削減

賃金体系の見直し

勤務体制の見直し

新事業分野の開拓

労働力の確保

融資制度の活用

特に考えていない

新規取引先の開拓

労働生産性の向上

各種補助金の申請・活用

図表４ 新型コロナウイルスの影響への対策として、事業継続のために今後実

施していきたい方策 n=322

全国

鳥取県

製造業

非製造業
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Ⅱ 経営に関する事項 

１．１年前と比べた経営状況 

～「悪い」４５．７％、業況判断指数（DI）は前年調査に比べて２７．６ポイント改善～ 

１年前と比べた経営状況は「良い」１６．３％、「変わらない」３８．０％、「悪い」４

５．７％であった。 

前年調査と比べると、「良い」は９．７ポイント（前年調査６．６％）増加、「変わらな

い」は８．２ポイント（同２９．８％）増加、「悪い」は１７．９ポイント（同６３．６％）

減少した（図表５）。 

全国平均と比べると、「良い」（全国平均１５．７％）は０．６ポイント、「悪い」（同４

１．４％）は４．３ポイント高い。 

「良い」と回答した割合から「悪い」と回答した割合を差し引いた業況判断指数（ＤＩ）

は、－２９．４ポイント（前年調査－５７．０ポイント）と前年調査と比べて２７．６ポ

イント改善した。 

業種別にみると、「製造業」は－２５．４ポイント（同－５９．３ポイント）、「非製造業」

は－３２．４ポイント（同－５５．０ポイント）となった。 

規模別にみると、「１～９人」－４７．３ポイント（同－６１．６ポイント）、「１０～２

９人」－１８．０ポイント（同－４５．３ポイント）、「３０～９９人」－２３．４ポイン

ト（同－６５．４ポイント）、「１００～３００人」－２５．０ポイント（同－６０．０ポ

イント）となった。 

 
 

２．主要事業の今後の方針 

～「強化拡大」３５．２％、前年調査に比べて７．０ポイント増加～ 

主要事業の今後の方針は、「現状維持」が最も高く５９．２％、次いで「強化拡大」３５．

２％、「縮小・廃止」４．７％の順であった。 

前年調査と比べると、「現状維持」（前年調査６３．３％）は４．１ポイント減少、「強化

拡大」（同２８．２％）は７．０ポイント増加、「縮小・廃止」（同６．９％）は２．２ポイ

ント減少した。 

業種別に「強化拡大」をみると、「製造業」は３５．８％、「非製造業」は３４．８％と、

「製造業」で高い。 

21.2 

16.3 

17.9 

6.6 

16.3 

51.9 

54.0 

49.4 

29.8 

38.0 

26.9 

29.7 

32.7 

63.6 

45.7 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

平成２９年度

平成３０年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

図表５ 経営状況の推移（年度別） n=326 良い 変わらない 悪い
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規模別に「強化拡大」をみると、「１～９人」は２３．８％、「１００～３００人」は４

３．５％と、比較的小規模の事業者で低い（図表６）。 

   

 

３．経営上の障害（複数回答） 

 ～「人材不足（質の不足）」が４４．９％、「原材料・仕入品の高騰」は前年調査と比べて

１５．３ポイント増加～ 

経営上の障害は、「人材不足（質の不足）」が４４．９％で最も高く、次いで「販売不振・

受注の減少」４１．１％、「労働力不足（量の不足）」３１．３％の順であった。 

前年調査と比べると、「原材料・仕入品の高騰」（前年調査１４．４％）が１５．３ポイン

ト、「労働力の不足（量の不足）」（同１９．５％）が１１．８ポイント増加した一方で、「販

売不振・受注の減少」（同５７．２％）が１６．１ポイント減少した（図表７）。 

 

43.5 

42.9 

38.8 

23.8 

34.8 

35.8 

35.2 

52.2 

55.8 

58.6 

63.8 

60.4 

57.5 

59.2 

2.6 

11.5 

3.7 

6.0 

4.7 

4.3 

1.3 

0.9 

1.1 

0.7 

0.9 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

100～300人

30～99人

10～29人

1～9人

非製造業

製造業

全業種

図表６ 主要事業の今後の方針 n=321
強化拡大 現状維持 縮小・廃止 その他

46.5 

40.5 

29.9 
33.6 
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図表７ 経営上の障害 n=316
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４． 経営上の強み（複数回答） 

～「製造業」は「製品の品質・精度の高さ」、「非製造業」は「組織の機動力・柔軟性」がト

ップ～ 

経営上の強みは、「顧客への納品・サービスの速さ」が２６．６％で最も高く、次いで「製

品・サービスの独自性」２３．４％、「組織の機動力・柔軟性」２２．７％の順であった。 

業種別にみると、「製造業」は「製品の品質・精度の高さ」が４２．６％で最も高く、次

いで「生産技術・生産管理能力」３４．９％、「顧客への納品・サービスの速さ」２７．１％

の順であった。「非製造業」は「組織の機動力・柔軟性」が２９．１％で最も高く、次いで

「顧客への納品・サービスの速さ」２６．３％、「製品・サービスの独自性」２２．９％の

順であった（図表８）。 

経営状況が「良い」と回答した事業所の経営上の強みは、「製品の品質・精度の高さ」が

２９．４％で最も高く、次いで「顧客への納品・サービスの速さ」、「組織の機動力・柔軟性」

が同率で２７．５％、「製品・サービスの独自性」が２３．５％の順であった。 

 

10.6 

14.5 

17.3 

17.9 

15.1 

21.8 

5.0 

18.4 

7.3 

29.1 

22.9 

26.3 

5.4 

8.5 

7.8 

10.1 

14.7 

8.5 

34.9 

25.6 

42.6 

14.0 

24.0 

27.1 

8.4 

12.0 

13.3 

14.6 

14.9 

16.2 

17.5 

21.4 

22.1 

22.7 

23.4 

26.6 

8.1 

10.3 

15.6 

14.0 

10.9 

18.6 

16.0 

25.5 

24.2 

24.2 

23.7 

26.4 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

製品・サービスの企画力・提案力

営業力・マーケティング力

財務体質の強さ・資金調達力

優秀な仕入先・外注先

企業・製品のブランド力
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図表８ 経営上の強み n=308
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Ⅲ 労働時間に関する事項 

１．週所定労働時間 

 ～４０時間以下が９６．２％、全国平均を４．７ポイント上回る～ 

従業員１人当たりの週所定労働時間は、「４０時間」４６．１％が最も高く、「３８時間

超４０時間未満」３１．２％、「３８時間以下」１８．９％の順であった。４０時間以下は

全体の９６．２％で、全国平均９１．５％よりも４．７ポイント高い。 

４０時間以下を業種別にみると、前年調査と比べて「製造業」は９９．２％（前年調査

９７．４％）と１．８ポイント、「非製造業」は９４．０％（同９１．１％）と２．９ポイ

ント増加した（図表９）。 

図表９ 週所定労働時間（規模・業種別） n=317 

労働時間 
規模・業種 

３８時間以下 
３８時間超 

４０時間未満 
４０時間 

全 国 
15.6% 27.1% 48.8% 

91.5%（91.6%） 

鳥取県 
18.9% 31.2% 46.1% 

96.2%（94.1%） 

規
模
別 

１～９人 
21.8% 27.7% 43.6% 

93.1% 

１０～２９人 
16.7% 32.5% 47.4% 

96.6% 

３０～９９人 
19.7% 35.5% 43.4% 

98.6% 

１００～３００人 
15.4% 26.9% 57.7% 

100.0% 

業
種
別 

製造業 
17.3% 43.6% 38.3% 

99.2%（97.4%） 

非製造業 
20.1% 22.3% 51.6% 

94.0%（91.1%） 
（  ）は前年調査の数値 

※現在、労働基準法で４０時間超４４時間以下が認められているのは、１０人未満の商業・サービス業等の
特例事業所のみ。 

※「所定労働時間」とは、就業規則等に定められた始業時刻から終業時刻までの時間から休憩時間を差し引
いた時間のこと。 

 

２．月平均残業時間（時間外労働・休日労働） 

～「残業あり」７０．５％、前年調査比０．３ポイント増加、 

１人当たり月平均残業８．３７時間、業種別で「運輸業」がトップ～ 

令和２年の従業員１人あたりの月平均残業時間は、「残業あり」７０．５％、「残業なし」

２９．５％で、「残業あり」は前年調査より０．３ポイント増加した。 

「残業あり」を月平均残業時間別でみると、「１０時間未満」が３２．１％と最も高く、

次いで「１０～２０時間未満」２４．７％、「２０～３０時間未満」８．３％の順であった。 

前年調査と比べると、「２０～３０時間未満」（前年調査１０．４％）が２．１ポイント、

「５０時間以上」（同１．３％）が０．７ポイント減少した（図表１０）。 

図表１０ 月平均残業時間 n=312 

残業なし 1～10h 未満 10～20h未満 20～30h未満 30～50h未満 50h 以上 

29.5% 
(29.9%) 

32.1% 
(31.2%) 

24.7% 
(23.1%) 

8.3% 
(10.4%) 

4.8% 
(4.2%) 

0.6% 
(1.3%) 

70.5% (70.2%) 

（  ）は前年調査の数値 
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従業員１人当たりの月平均残業時間は８．３７時間で、その推移をみると、前年調査と

比べて「全業種」（前年調査９．０８時間）は０．７１時間減少した。また、「製造業」（同

８．８４時間）は０．７５時間、「非製造業」（同９．３０時間）は０．７２時間といずれ

も減少した（図表１１）。 

 
 

業種別にみると、月平均残業時間が多かったのは「運輸業」２６．８７時間、次いで

「機械器具製造業」１２．４７時間、「繊維工業」１２．０６時間の順であった。一方、

月平均残業時間が少なかったのは「木材・木製品製造業」１．５６時間、「サービス業」

４．８８時間、「窯業・土石製造業」５．１３時間の順であった。 

前年調査と比べると、「化学工業」４．６０時間増、「小売業」１．５２時間増、一方

で「運輸業」１２．９８時間減、「金属・同製品製造業」５．５２時間減となった（図表

１２）。 

図表１２ 月平均残業時間（業種別） n=312 （単位：時間） 

製造業 食料品 繊維工業 
木材・ 

木製品 

印刷・ 

同関連 

窯業・ 

土石 
化学工業 

金属・ 

同製品 
機械器具 

8.09 
(8.84) 

7.29 
(8.15) 

12.06 
(12.42) 

1.56 
(1.55) 

10.00 
(10.23) 

5.13 
(5.20) 

11.20 
(6.60) 

7.03 
(12.55) 

12.47 
(11.72) 

非製造業 
情報 
通信業 

運輸業 建設業 卸売業 小売業 
サービス
業 

8.58 
(9.30) 

 8.50 
(10.00) 

26.87 
(39.85) 

8.45 
(6.95) 

6.47 
(6.39) 

7.27 
(5.75) 

4.88 
(6.49) 

（  ）は前年調査の数値 

 

 

３．従業員１人当たりの年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数・平均取得率 

～平均付与日数１５．６９日、平均取得日数８．００日、平均取得率５４．４１％～ 

令和２年の従業員１人当たりの年次有給休暇の付与日数は、「１５～２０日未満」が５８．

８％と最も高く、次いで「１０～１５日未満」２１．５％、「２０～２５日未満」１１．３％

の順であった。平均付与日数は１５．６９日で全国平均の１５．５６日より０．１３日多

い。業種別にみると、「製造業」１６．２９日、「非製造業」１５．２３日で、「機械器具製

造業」１８．４７日が最も多く、次いで「印刷・同関連製造業」１８．３０日、「運輸業」

１７．８５日の順であった。 

従業員１人当たりの年次有給休暇の取得日数は、「５～１０日未満」が６０．６％と最も

高く、次いで「１０～１５日未満」２８．１％、「５日未満」８．０％の順であった。平均

7.80
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9.08

8.377.86

9.67

9.22

10.26

10.71
10.97
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9.46

10.57

9.86

11.20

9.30

8.58

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度

図表１１ 月平均残業時間の推移 n=312 全業種 製造業 非製造業
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取得日数は８．００日で、前年調査より０．４５日少なく、全国平均より０．４０日少な

い。 

業種別にみると、「製造業」８．５０日、「非製造業」７．６２日で、「化学工業製造業」

１０．６０日、「機械器具製造業」１０．０７日が多く、「サービス業」６．５９日、「印刷・

同関連製造業」６．８０日が少ない。 

従業員１人当たりの年次有給休暇の平均取得率は５４．４１％で、前年調査より１．５

７ポイント低く、全国平均より３．２４ポイント低い（図表１３）。 

（  ）は前年調査の数値 

 

Ⅳ 雇用に関する事項 

１．従業員の雇用形態 

～正社員割合７４．０％、前年調査と比べて１．４ポイント増加～ 

回答事業所の従業員（従業員数１１，６４０人）の雇用形態は、「正社員」７４．０％、

「パートタイマー」１５．２％、「嘱託・契約社員、その他」８．６％、「派遣」２．２％

であり、前年調査と比べて「正社員」は１．４ポイント（前年調査７２．６％）増加した。 

男女別にみると、「男性」は「正社員」８４．５％、「嘱託・契約社員、その他」７．８％、

「パートタイマー」６．１％、「派遣」１．６％で、全国平均と比べると、「正社員」（全国

平均８４．０％）は０．５ポイント高い。「女性」は「正社員」５６．８％、「パートタイ

マー」３０．１％、「嘱託・契約社員、その他」１０．０％、「派遣」３．１％で、全国平

均と比べると、「正社員」（同５５．０％）は６．８ポイント高い（図表１４）。 

 

 

２．常用労働者数 

～１事業所当たり平均常用労働者数は３３．１人、前年調査比０．７人減、女性常用労働

者比率は「１０～２０％未満」が２０．６％で最も高い～ 

回答事業所の従業員のうち、常用労働者数は１０，９２２人で、１事業所当たりの平均

84.0

84.5

55.0

56.8

6.0

6.1

34.0

30.1

1.9

1.6

3.3

3.1

8.1

7.8

7.7

10.0

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全国（男性）

鳥取県（男性）

全国（女性）

鳥取県（女性）

図表１４ 従業員の雇用形態（男女別） n=330
正社員 パート 派遣 嘱託その他

図表１３ 年次有給休暇の平均付与日数・平均取得日数・平均取得率 

 平均付与日数 平均取得日数 平均取得率 

全国 n=17,796 15.56(15.53) 8.40(8.53) 57.65%(58.05%) 

鳥取県 n=274 15.69(15.79) 8.00(8.45) 54.41%(55.98%) 

製造業 n=119 16.29(16.27) 8.50(9.28) 55.30%(58.44%) 

非製造業 n=155 15.23(15.36) 7.62(7.68) 53.72%(53.72%) 
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常用労働者数は３３．１人と、前年調査と比べ０．７人（前年調査３３．８人）減少した。 

男女比率は、「男性」６３．４％（全国平均６９．８％）、「女性」３６．６％（同３０．

２％）であった。業種別にみると、「製造業」は「男性」５７．２％、「女性」４２．８％、

「非製造業」は「男性」７０．３％、「女性」２９．７％であった。 

女性常用労働者比率は、「１０～２０％未満」２０．６％が最も高く、次いで「５０～

７０％未満」１７．９％、「３０～５０％未満」１６．７％であった。規模別の平均をみ

ると、「１００～３００人」４３．２１％が最も高い（図表１５）。 

図表１５ 女性常用労働者比率 n=330 
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平
均 

全国 7.3% 9.8% 22.1% 17.8% 18.1% 15.1% 9.9% 32.16% 

鳥取県 6.1% 9.7% 20.6% 16.1% 16.7% 17.9% 13.1% 36.16% 

１～９人 16.5% － 6.4% 20.2% 14.7% 20.2% 22.0% 42.97% 

１０～２９人 1.7% 12.8% 31.6% 13.7% 12.0% 20.5% 7.7% 32.20% 

３０～９９人 － 20.5% 26.9% 11.5% 24.4% 7.7% 9.0% 30.23% 

１００～３００人 －  3.8% 11.5% 23.1% 23.1% 26.9% 11.5% 43.21% 

製造業 5.6% 11.3% 16.2% 12.7% 16.9% 23.9% 13.4% 39.06% 

非製造業 6.4% 8.5% 23.9% 18.6% 16.5% 13.3% 12.7% 33.96% 

  

３．パートタイム労働者比率 

～パートタイマー「雇用あり」５７．３％、１事業所当たり平均パートタイム労働者数１４．

３７人～ 

パートタイム労働者を雇用している事業所は、５７．３％（「雇用なし」４２．７％）で、

前年調査に比べて１．８ポイント（前年調査５５．５％）増加した（図表１６）。１事業所当

たりの平均パートタイム労働者数は１４．３７人（同１３．４５人）であった。 

業種別にみると、「製造業」７１．２％、（１事業所平均１５．７６人）、「非製造業」４６．

９％（同平均１３．３２人）で、「食料品製造業」１００．０％（同平均３６．２１人）、「繊

維工業」８７．８％（同平均２８．６３人）で高い。 
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鳥取県（R1）

鳥取県（R2）

鳥取県(R3)

全国(R3)

図表１６ パートタイム労働者比率（年度別）n=330

雇用なし 10%未満 10～20%未満 20～30%未満 30～50%未満 50～70%未満 70%以上
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４．新規学卒者の採用 

（１）新規学卒者の採用充足率 

～新規学卒者の採用者数減、採用充足率は「短大（含高専）卒」の「事務系」で低い～ 

令和３年３月の新規学卒者の採用者数は全体     

で１１９人で、前年調査に比べて１８人減少した。

全体の内訳は、「高校卒」６９人、「専門学校卒」６

人、「短大（含高専）卒」１２人、「大学卒」３２人

で、「高校卒」は全体の５８．０％と、前年調査（７

０．８％）と比べて１２．８ポイント減少した（図

表１７）。 

令和３年３月の新規採用計画に対して計画どおり採用できた充足率は、「短大（含高専）

卒」の「事務系」で６６．７％と最も低く、業種別にみると、「製造業」の「大学卒」「技

術系」で４２．９％と最も低い（図表１８）。 

図表１８ 令和３年３月新規学卒者の充足状況 

※（ ）内の比率は前年調査の充足率 

 

（２）新規学卒者の採用計画 

～採用計画が「ある」２５．８％、前年調査と比べて０．８ポイント増加～ 

令和４年３月の新規学卒者の採用計画は、「ある」２５．８％、「ない」５１．６％、「未

定」２２．７％であった。前年調査と比べると、「ある」（前年調査２５．０％）が０．

８ポイント増加し、「ない」（同５５．４％）が３．８ポイント減少した（図表１９）。 

業種別にみると、「ある」は、「製造業」２８．３％、「非製造業」２３．９％で、「化学

工業」、「情報通信業」が６０．０％と高い。  

 

31.0 

30.8 

31.6 

25.0 

25.8 

51.9

49.4

50.2

55.4

51.6

17.1

19.9

18.2

19.6

22.7

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

平成３０年３月

平成３１年３月

令和２年３月

令和３年３月

令和４年３月

図表１９ 新規学卒者の採用計画 n=322 ある ない 未定

図表１７ 新規学卒者の採用状況 

 
３１年 
３月卒 

２年 
３月卒 

３年 
３月卒 

高校卒 78 人 97人 69人 

専門学校卒 5 人 5人 6人 

短大（含高専）卒 11 人 9人 12人 

大学卒 18 人 26人 32人 

合 計 112 人 137 人 119 人 

 
高校卒 n=41 専門学校卒 n=5 短大卒(含高専) n=10 大学卒 n=14 

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 

全 国 
74.2 
(74.2) 

87.7 
(83.8) 

85.9 
(88.8) 

93.4 
(88.2) 

89.3 
(89.6) 

94.2 
(93.8) 

80.6 
(78.6) 

86.7 
(86.7) 

鳥取県 

計画 
83人 

計画 
10人 

計画 
5人 

計画 
1人 

計画 
8人 

計画 
6人 

計画 
24人 

計画 
15人 

74.7 
(78.3） 

70.0 
(75.8) 

100.0 
(100.0) 

100.0 
(100.0) 

100.0 
(100.0) 

66.7 
(100.0) 

79.2 
(91.7) 

86.7 
(88.2) 

製造業 
71.4 
(72.1) 

83.3 
(68.8) 

100.0 
(-) 

- 
( - )  

100.0 
(100.0)  

100.0 
( － ) 

42.9 
(80.0) 

100.0 
(100.0) 

非製造業 
79.4 
(95.8) 

50.0 
(82.4) 

100.0 
(100.0) 

100.0 
(100.0)  

100.0 
(100.0)  

60.0 
(100.0)  

94.1 
(71.4)  

85.7 
(90.0) 



 

- 19 - 

 

令和４年３月新規学卒者の採用計画が「ある」と回答した事業所の採用予定人数（平

均）は「高校卒」２．２９人、「大学卒」２．１５人、「専門学校卒」１．８８人、「短大

卒（含高専）」１．６３人であった。前年調査と比べると、「高校卒」（前年調査２．３２

人）は０．０３人減少、一方で「専門学校卒」（同１．２５人）は０．６３人、「大卒」（同

１．７９人）は０．３６人、「短大卒（含高専）卒」（同１．３３人）は０．３０人とい

ずれも増加した（図表２０）。 

 
 

５．雇用保険料の事業主負担分【新規項目】 

（１）新型コロナウイルス感染症の長期化で雇用保険財政がひっ迫していることによる今後

の雇用保険料率引き上げ等に対する考え方 

～「反対」４５．４％、「やむを得ない」３９．５％、「賛成」１．９％～ 

雇用保険料率引き上げ等に対する考え方は、「雇用保険料率の引き上げは、負担増であ

り、反対」４５．４％（全国平均４８．９％）が最も高く、次いで「雇用保険料率の引き

上げは、負担増であるが、やむを得ない」３９．５％（同３５．５％）、「雇用保険料率の

引き上げは、雇用保険制度維持のため、賛成」１．９％（同１．３％）の順であった。 

業種別にみると、「雇用保険料率の引き上げは、負担増であり、反対」は「製造業」４７．

５％、「非製造業」４３．８％で、規模別にみると、「１～９人」５１．４％、「１０～２９

人」４３．９％、「３０～９９人」４１．６％、「１００～３００人」３８．５％であった

（図表２１）。 

 

2.38 2.36 

2.97 

2.16 2.37 
2.75 

2.46 2.32 2.29 

1.00 

1.50 1.40 1.44 1.26 1.33 1.75 

1.25 

1.88 
1.37 1.17 1.08 1.29 1.38 1.32 1.45 

1.33 1.63 

2.04 2.15 
2.05 1.69 

2.20 
2.29 

1.81 1.79 
2.15 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

2
6
年

3
月

2
7
年

3
月

2
8
年

3
月

2
9
年

3
月

3
0
年

3
月

3
1
年

3
月

2
年

3
月

3
年

3
月

4
年

3
月

図表２０ 令和４年３月の採用予定人数 n=83 高卒 専門学校卒
短大卒（含高専） 大卒
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図表２１ 感染の長期化による雇用保険料率引き上げ等に対する考え方 n=324

雇用保険料率の引き上げは、負担増であり、反対 雇用保険料率の引き上げは、負担増であるが、やむを得ない
雇用保険料率の引き上げは、雇用保険制度維持のため、賛成 分からない、不明
その他
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（２）雇用保険料が引き上げられた場合の雇用への影響（複数回答） 

～「従業員数、雇用形態、賃金等への影響はない」が７０．９％～ 

雇用保険料が引き上げられた場合の雇用への影響は、「従業員数、雇用形態、賃金等への

影響はない」７０．９％が最も高く、次いで「従業員数は変えないが、雇用保険料が不要

な雇用形態へ転換」１０．５％、「賃金等の削減を検討する」９．５％の順であった。 

全国平均と比べると、「従業員数、雇用形態、賃金等への影響はない」（全国平均６５．

５％）は５．４ポイント高く、「従業員数は変えないが、雇用保険料が不要な雇用形態へ転

換」（同１２．５％）は２．０ポイント低い（図表２２）。 

 

 

Ⅴ 賃金に関する事項 

 １．賃金改定の実施状況 

 ～「改定（引上げ）」、「引上げ予定」５４．５％、前年調査と比べて２．１ポイント増加～ 

令和３年１月１日から令和３年７月１日までの賃金改定の実施状況は、「引上げた」４５．

２％と「７月以降引上げ予定」９．３％の合計は５４．５％、「引下げた」１．９％、「７

月以降引下げ予定」０．３％の合計は２．２％であった。「今年は実施しない（凍結）」は

１９．２％、「未定」は２４．１％であった。 

前年調査と比べると、「引上げた」、「７月以降引上げ予定」の合計は２．１ポイント（前

年調査５２．４％）、「引下げた」、「７月以降引下げ予定」の合計は０．６ポイント（同１．

６％）、「未定」は０．６ポイント（同２３．５％）増加した。一方で、「今年は実施しない

（凍結）」は３．３ポイント（同２２．５％）減少した（図表２３）。 
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図表２２ 雇用保険料が引き上げられた場合の雇用への影響 n=306

全国（全業種）

鳥取県

製造業

非製造業

53.5

50.3

43.7

45.2

12.9 

12.4 

8.7 

9.3 

14.8

19.3

22.5

19.2

0.9

0.6

1.9

0.6

1.0

0.3

18.7

16.5

23.5

24.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

平成３０年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

図表２３ 賃金改定実施状況 n=323 改定（引上げ） 予定（７月以降引上げ） 実施しない（凍結）
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２．平均昇給額と昇給率  

～「平均昇給額」３，７８４円、「昇給率」１．６７％、前年調査より「平均昇給額」３７

２円、「昇給率」０．１５ポイント増加～ 

「平均昇給額」と「昇給率」の推移は、「平均昇給額」は加重平均で３，７８４円、「昇

給率」は１．６７％となり、前年調査と比べると、「平均昇給額」は３７２円増加（前年調

査３，４１２円）し、「昇給率」は０．１５ポイント増加（同１．５２％）した（図表２４）。 

 

 

  全国平均と比べると、「平均昇給額」は１，１３１円（全国平均４，９１５円）、「昇給率」

は０．２８ポイント（同１．９５％）低い。 

業種別にみると、「製造業」は「平均昇給額」４，１３３円、「昇給率」１．９４％、「非

製造業」は「平均昇給額」３，３５４円、「昇給率」１．３７％であった。 

規模別にみると、「１～９人」は「平均昇給額」６，２６０円、「昇給率」２．９１％、「１

０～２９人」は「平均昇給額」３，２２６円、「昇給率」１．４２％、「３０～９９人」は

「平均昇給額」４，０８７円、「昇給率」１．８２％、「１００～３００人」は「平均昇給

額」３，５０２円、「昇給率」１．５２％であった（図表２５）。 

図表２５ 鳥取県の平均昇給額・昇給率（加重平均） 

     対象者数（人） 

賃金（円） 

昇給額（円） 昇給率（％） 

改定前 改定後 

全 国 
264,748 
(262,975) 

252,653 
(253,281) 

257,568 
(257,854) 

4,915 
(4,623) 

1.95 
(1.83) 

鳥取県 
4,690 
(4,615) 

226,813 
（225,021) 

230,597 
(228,433) 

3,784 
(3,412) 

1.67 
(1.52) 

規
模
別 

１～９人 
124 

(152) 
214,876 
(213,335) 

221,136 
(216,459) 

6,260 
(3,124) 

2.91 
(1.46) 

１０～２９人 
810 

(649) 
227,909 
(231,922) 

231,135 
(235,578) 

3,226 
(3,656) 

1.42 
(1.58) 

３０～９９人 
2,061 
(2,023) 

224,237 
(224,762) 

228,324 
(228,535) 

4,087 
(3,773) 

1.82 
(1.68) 

１００～３００人 
1,695 
(1,791) 

230,294 
(223,804) 

233,796 
(226,745) 

3,502    
(2,941) 

1.52 
(1.31) 

業
種
別 

製造業 
2,587 
(2,520) 

212,598 
(209,205) 

216,731 
(212,450) 

4,133 
(3,245) 

1.94 
(1.55) 

非製造業 
2,103 
(2,095) 

244,299 
(244,045) 

247,653 
(247,658) 

3,354 
(3,613) 

1.37 
(1.48) 

  ※全国、鳥取県、規模別、業種の（ ）内の対象者数、賃金、昇給額･率は前年調査。 
  ※加重平均は、各事業所の１人当たりの昇給額に対象者総数を乗じた総和を対象者総数の総和で除した数値。 
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３．賃金改定の内容 

～賃金改定は「定期昇給」６４．７％、「基本給の引上げ」２９．５％で対応～ 

賃金改定（引上げ・７月以降引上げ予定）した事業所の改定内容は、「定期昇給」６４．

７％が最も高く、次いで「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」２９．５％、「ベ

ースアップ」１５．４％の順であった。 

全国平均と比べると、「定期昇給」（全国平均６０．３％）は４．４ポイント高い。 

前年調査と比べると、「臨時給与（夏季・年末賞与など）の引き上げ」（前年調査３．３％）

は６．３ポイント増加した（図表２６）。 

 

※「定期昇給」とは、あらかじめ定められた企業の制度に従って行われる昇給のことで、一定の時期に毎年増額することを

いう。また、毎年時期を定めて行っている場合は、能力、業績評価に基づく査定昇給なども含む。 

※「ベースアップ」とは、賃金表の改定により賃金水準を引き上げることをいう。 

 

４．賃金改定の決定要素  

～賃金改定の決定要素は「労働力の確保・定着」６０．５％、「企業の業績」５４．９％が

高い～ 

賃金改定の決定要素は、「労働力の確保・定着」６０．５％が最も高く、次いで「企業の

業績」５４．９％、「労使関係の安定」２１．０％の順であった。 

全国平均と比べると、「前年度の改定実績」（全国平均１８．２％）は４．６ポイント低

い。 

前年調査と比べると、「労働力の確保・定着」（前年調査５１．７％）は８．８ポイント

増加した（図表２７）。 
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図表２６ 賃金改定の内容 n=156
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５．新規学卒者の初任給額（加重平均） 

～「短大卒（含高専）」の「事務系」で、全国平均を１０，０８８円下回る～ 

令和３年３月の新規学卒者（第２学卒者、中途採用者除く）１人当たりの平均初任給額

は、「高校卒」の「技術系」１５９，８６４円、同「事務系」１５３，６５０円、「専門学

校卒」の「技術系」１７７，７６０円、同「事務系」１８０，０００円、「短大卒（含高専）」

の「技術系」１８７，３３８円、同「事務系」１７１，５００円、「大学卒」の「技術系」

２０２，８７９円、同「事務系」２００，０７７円であった。「短大卒（含高専）」の「事

務系」は全国平均よりも１０，０８８円少ない（図表２８）。 

図表２８ 新規学卒者の初任給額（学卒別・職種別、加重平均） 

学卒別  対象者数 技術系 対象者数 事務系 

高校卒 

全国 3,027 人 169,740 円 622人 162,424 円 

鳥取県 62人 159,864 円 7人 153,650 円 

製造業 35人 158,214 円 5人 157,110 円 

非製造業 27人 162,003 円 2人 145,000 円 

専門学校卒 

全国 793人 183,333 円 169人 177,138 円 

鳥取県 5人 177,760 円 1人 180,000円 

製造業 3人 162,667 円 － － 

非製造業 2人 200,400 円 1人 180,000 円 

短大卒（含高専） 

全国 218人 183,127 円 113人 181,588 円 

鳥取県 8人 187,338 円 4人 171,500 円 

製造業 3人 185,000円 1人 152,000 円 

非製造業 5人 188,740 円 3人 178,000 円 

大学卒 

全国 1,498人 204,251円 1,072 人 200,897 円 

鳥取県 19人 202,879 円 13人 200,077 円 

製造業 3人 183,000円 1人 180,000円 

非製造業 16人 206,606円 12人 201,750 円 
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図表２７ 賃金改定の決定要素 n=162
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